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＜別紙３＞ 

介護保健施設サービス利用料金について 

（令和６年４月１日現在） 

 

１．介護保険被保険者証の確認 

ご利用のお申し込みに当たり、ご利用希望者の介護保険被保険者証を確認させていただきま 

す。 

 

２．介護保健施設サービス 

当施設でのサービスは、施設サービス計画に基づいて提供されます。この計画は、ご本人・

身元引受人の希望を十分に取り入れ、利用者に関わる担当職員の協議によって作成されます。

また、計画の内容については同意をいただきます。 

 

◇医療：介護老人保健施設は入院の必要のない要介護者を対象としていますが、医師・看護職員

が常駐していますのでご利用者の状態に照らして適切な医療・看護を行います。 

 

◇リハビリテーション：原則としてリハビリテーション室（機能訓練室）にて行いますが、施設

内でのすべての活動がリハビリテーション効果を期待したものです。 

 

◇栄養管理：心身の状態の維持・改善の基礎となる栄養管理サービスを提供します。 

 

◇生活サービス：当施設入所中も明るく家庭的な雰囲気のもとで生活していただけるよう、常に

利用者の立場に立って運営しています。 

 

３．利用料金 

（１）基本料金 

 施設利用料（介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度によって利用料が異なり

ます。以下は負担割合１割の１日あたりの自己負担分です。１割以外の負担割合の方は、そ

の割合分に応じた負担となります。) 

 

介護保険施設サービス費Ⅰ(ⅰ)（従来型個室） 

 

  ・要介護１   ７３７円 

  ・要介護２   ７８４円  

  ・要介護３   ８５１円 

  ・要介護４   ９０７円 

  ・要介護５   ９５８円 

 

介護保険施設サービス費Ⅰ(ⅲ)（多床室） 

  ・要介護１   ８１５円 

  ・要介護２   ８６６円 

  ・要介護３   ９３３円 

  ・要介護４   ９８７円 

  ・要介護５ １，０４０円 
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＊急性期の医療機関から後３０日以内に退院し、厚生労働大臣が定める基準を満たした

場合は、初期加算（Ⅰ）として、１日につき６２円加算されます。 

入所した日から起算して３０日以内の期間については、初期加算（Ⅱ）として、１日

につき３１円加算されます。ただし、初期加算（Ⅰ）を算定している場合は算定され

ません。 

 

＊厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たした場合、夜勤

職員配置加算として、1 日につき２５円加算されます。 

 

＊外泊された場合には、外泊初日と最終日以外は上記施設利用料に代えて３７２円とな

ります。 

 

＊安全管理体制が整備され、事故の発生又は再発防止への取り組みを行っている場合、

安全対策体制加算として、入所時に１回に限り２１円が加算されます。 

 

＊入所の日から３ヶ月以内に集中的にリハビリテーションを行った場合、短期集中リハ

ビリテーション実施加算として、1 回につき下記いずれかの費用が加算されます。 

 短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）  ２６５円 

 短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）  ２０６円 

 

＊認知症であると医師が判断した方に対し、入所の日から３ヶ月以内に集中的なリハビ

リテーションを行った場合、認知症短期集中リハビリテーション加算として、１回に

つき下記いずれかの費用が加算されます。（１週につき３日を限度とします） 

 認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）  ２４７円 

 認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）  １２４円 

  

＊入所者ごとのリハビリテーション計画書の情報を厚生労働省に提供し、必要に応じて

計画の内容を見直し、かつ必要な情報を活用し、口腔及び栄養に関する加算を算定す

るなど、厚生労働大臣が定める基準に適合しているリハビリテーションを行った場合、

１月につき下記いずれかの費用が加算されます。 

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ） ５５円 

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ） ３４円 

 

＊認知症ケア加算を算定する方に対しては、１日につき７８円加算されます。 

 

＊認知症の行動・心理症状の発現を未然に防ぐため、あるいは出現時に早期に対応する

ための平時からの取り組みを推進する観点から、厚生労働大臣が定める基準を満たし

た場合、認知症チームケア推進加算として１月につき下記のいずれかの費用が加算さ

れます。認知症専門ケア加算（Ⅰ）（Ⅱ）を算定している場合は算定しない。 

 認知症チームケア推進加算（Ⅰ）  １５４円 

 認知症チームケア推進加算（Ⅱ）  １２４円 

 

＊厚生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合、認知症専門ケア加

算として、１日につき下記いずれかが加算されます。 

 認知症専門ケア加算（Ⅰ）     ３円 

 認知症専門ケア加算（Ⅱ）     ５円 
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＊若年性認知症入所者に対して介護保健施設サービスを行った場合、若年性認知症入所

者受入加算として、1 日につき１２４円加算されます。 

 

＊厚生労働大臣が定める基準に適合する入所者については、ターミナルケア加算として、

下記の費用が加算されます。 

 死亡日の４５日前～３１日前      ７４円 

死亡日の３０日前～４日前      １６５円 

 死亡日の前々日及び前日       ９３５円 

 死亡日             １，９５２円 

 

＊入所期間が１月を超えると見込まれる場合、入所予定日前３０日以内又は入所後７日

以内に職員が居宅を訪問し、施設サービス計画の策定及び診療方針を決定した場合、

下記いずれかの費用が加算されます。 

 入所前後訪問指導加算（Ⅰ） ４６３円 

 入所前後訪問指導加算（Ⅱ） ４９３円 

 

＊退所後の主治医に対して診療情報を提供した場合、退所時情報提供加算として下記い

ずれかの費用が加算されます。   

 入所者が居宅へ退所した場合   退所時情報提供加算（Ⅰ）  ５１４円 

 入所者が医療機関へ退所した場合 退所時情報提供加算（Ⅱ）  ２５７円 

 

＊入所期間が１か月を超える入所者が、退所後に利用を希望する居宅介護支援事業者に 

対して、入所者の同意を得て必要な情報を提供し連携を行った場合、下記（Ⅱ）の費

用が、その連携が入所予定日の３０日以内又は入所後３０日以内であって、かつ、退

所後の利用方針を定めた場合には下記（Ⅰ）の費用が加算されます。（（Ⅰ）又は（Ⅱ）

いずれかの加算となります） 

入退所前連携加算（Ⅰ）  ６１７円 

入退所前連携加算（Ⅱ）  ４１１円 

 

＊退所が見込まれる入所者の試行的な退所時に、入所者及びその家族等に対し退所後の

療養上の指導を行った場合、試行的退所時指導加算として、４１１円加算されます（３

月を限度とし、１月に１回を限度とします）。 

 

＊退所が見込まれる入所者をその居宅において試行的に退所させ、介護老人保健施設が

居宅サービスを提供する場合、１月に６日を限度として、１日につき８２２円加算さ

れます。 

 

＊入所者の在宅復帰状況が厚生労働大臣の定める基準を満たした場合、在宅復帰・在宅

療養支援機能加算として、１日につき５３円加算されます。 

 

＊厚生労働大臣が定める継続した褥瘡管理を行った場合、褥瘡マネジメント加算として、

１月につき下記いずれかの費用が加算されます。 

 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）   ３円 

 褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）  １４円 

 

＊厚生労働大臣が定めるリハビリテーション・機能訓練・介護等の自立支援に向けた計

画を策定し、日々のケア等を行う取り組みを行った場合、自立支援促進加算として１
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月につき３０９円が加算されます。 

 

＊排せつに介護を要する入所者に支援計画に基づく支援を継続した場合、排せつ支援加

算として、１月につき下記いずれかの費用が加算されます。 

 排せつ支援加算（Ⅰ）  １１円 

 排せつ支援加算（Ⅱ）  １６円 

 排せつ支援加算（Ⅲ）  ２１円 

 

＊厚生労働大臣が定める療養食を提供した場合、１食につき７円加算されます。 

 

＊入所者が医療機関に入院し、その後退院して再入所となる際、厚生労働大臣が定める

特別食等を必要とする者に対し、施設の管理栄養士が医療機関の管理栄養士と連携し

再入所後の栄養ケア計画を策定した場合、再入所時栄養連携加算として、１回に限り

２０６円が加算されます。 

 

＊厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は低栄養状態にあると医師が判断

した入所者が退所の際、管理栄養士が退所先の医療機関等に対して当該者の栄養管理

に関する情報を提供した場合、１月に１回を限度とし、退所時栄養情報連携加算とし

て７２円が加算されます。 

 

＊経管により食事を摂取している入所者に対して、経口による食事の摂取を進めるため

の栄養管理を行った場合、経口移行加算として、１日につき２９円加算されます（原

則として計画が作成された日から１８０日以内を限度とします）。 

 

＊厚生労働大臣が定める入所者に対して、継続して経口による食事の摂取を進める為の

特別な管理を行った場合、１月につき下記費用が加算されます。ただし経口移行加算

を算定している場合は算定致しません。 

経口維持加算（Ⅰ）  １月につき４１１円 

経口維持加算（Ⅱ）  １月につき１０３円 

 

＊歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係

る技術的助言及び指導を年２回以上行い、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入

所者に対し、口腔ケアを月２回以上行った場合、口腔衛生管理加算（Ⅰ）として、１

月につき９３円、厚生労働省に情報の提出、情報の活用を行った場合は、口腔衛生管

理加算（Ⅱ）として１月につき１１３円が加算されます。 

 

 

＊利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要で、緊急的な治療管理としての投薬、

検査、注射、処置等を行った場合、緊急時施設療養費として、１日につき５３２円加

算されます（１月に１回、連続する３日を限度とします）。 

 

＊厚生労働大臣が定める入所者に対して、投薬、検査、注射、処置等を行った場合、所

定疾患施設療養費として、（Ⅰ）は、１回に連続する７日を、（Ⅱ）は、１回に連続す

る１０日を限度とし月１回に限り下記の費用が加算されます。ただし、緊急時施設療

養費を算定する場合は算定致しません。 

 所定疾患施設療養費（Ⅰ）   ２４６円 

 所定疾患施設療養費（Ⅱ）   ４９３円 
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＊医師が、認知症の行動、心理症状を認め、在宅での生活が困難であり、緊急に入所す

ることが適当であると判断した者に対して、介護保健施設サービスを行った場合、認

知症行動・心理症状緊急対応加算として、１日につき２０６円加算されます（入所し

た日から起算して 7 日を限度とします）。 

 

＊入所前の主治医と連携し、施設でも薬剤を評価・調整する等、厚生労働大臣が定める

介護サービスを提供した場合、1 回を限度とし、下記が加算されます。 

 かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ  １４４円 

 かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）ロ   ７２円 

 かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）   ２４７円 

 かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ）   １０３円 

  

＊入所者ごとの ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状

況等に係る基本的な情報等を厚生労働省に提出し、適切なサービス提供のため、必要

な情報を活用した場合、下記いずれかの費用が加算されます。 

 科学的介護推進体制加算（Ⅰ）   ４１円 

 科学的介護推進体制加算（Ⅱ）   ６２円 

 

＊厚生労働大臣が定める要件を満たした協力医療機関と連携体制をとり、入所者の病歴

等の情報共有を行う会議を定期的に開催した場合、協力医療機関連携加算として１月

につき下記いずれかの費用が加算されます。 

 協力医療機関の要件を満たした場合１０３円（令和６年度） 

５２円（令和 7 年度から） 

それ以外の場合           ６円 

 

 

＊施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関との連携の上で施設

内で感染者の療養を行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止するため、厚生労

働大臣が定める感染症対策を行った場合、１月につき下記の費用が加算されます。 

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）  １１円 

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）   ６円 

 

＊入所者等が厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対応、診療、入院調整

等を行う医療機関を確保し、かつ、感染した入所者等に対し、適切な感染対策を行っ

た上で、該当する介護サービスを行った場合、１月に１回、連続する５日を限度とし

新興感染症等施設療養費として１日あたり２４７円が加算されます。 

 

＊介護ロボットや ICT 等のテクノロジー導入後、厚生労働大臣が定める基準に適合する

取組等を行った場合は１月につき下記いずれかの費用が加算されます。 

 生産性向上推進体制加算（Ⅰ）   １０３円 

 生産性向上推進体制加算（Ⅱ）    １１円 

 

＊サービス提供に係る厚生労働大臣が定める基準に適合した場合、1 日につき下記いず

れかの費用が加算されます。 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  ２３円 
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サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  １９円 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   ７円 

 

＊介護職員処遇改善加算として、下記いずれかが加算されます。 

 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 総単位数の３．９％ 

 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 総単位数の２．９％ 

 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 総単位数の１．６％ 

 

    ＊介護職員等特定処遇改善加算として、下記いずれかが加算されます。 

     介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 総単位数の２．１％ 

     介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 総単位数の１．７％ 

 

    ＊介護職員等ベースアップ等支援加算 総単位数の０．８％ 

 

    上記の介護職員に関する処遇改善加算は、令和６年５月３１日までとなります。令和６

年６月１日からは、下記のいずれかの介護職員処遇改善加算となります。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ７．５％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ７．１％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） ５．４％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ４．４％ 

 

（２）その他の利用料負担等 

①  食費                              １，５６０円 

   （ただし、食費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている

食費の負担限度額が１日にお支払いいただく食費の上限となります。） 

 

②  居住費（療養室の利用費）（１日当たり） 

・従来型個室（令和６年７月３１日まで）   １，６６８円 

・従来型個室（令和６年８月 １日より）   １，７２８円 

・多床室  （令和６年７月３１日まで）     ３７７円 

・多床室  （令和６年８月 １日より）     ４３７円             

   （ただし、居住費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されてい

る居住費の負担限度額が１日にお支払いいただく居住費の上限となります。） 

＊上記①「食費」及び②「居住費」において、国が定める負担限度額段階（第１段階から第

３段階まで）の利用者の自己負担額については、《別添利用料》をご覧下さい。 

   

③ 教養娯楽費                                                実費相当額 

 入所者の希望により行う倶楽部やレクリエーションで使用する、生花や折り紙等の材

料費です。 

 

④ 行事費                                    （その都度実費をいただきます。） 

 小旅行や観劇等の費用や講師を招いて実施する料理教室の費用で参加された場合にお

支払いいただきます。 

 

⑤ 健康管理費                                                       実費相当額 

  予防ワクチン等接種に係る費用等。 
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  ⑥ 電気料／１日（１品目）                          ５５円 

 

⑦ テレビ利用料                      １月あたり ３，５００円  

    ※月の途中から、又は月の途中までの利用の場合は、日額 130 円として利用日数分の料金と

します。ただし、日額で計算した結果が月額利用料を超える場合は、月額利用料とします。 

 

⑧ 文書料                               ２，２００円 

（必要な検査等が含まれる場合は、診療報酬点数表により算定し、点数に１０円を乗じ

た額が加算になります） 

   

⑨ 生命保険会社等に発行した診断書等の件で、当施設医師に面談、照会等希望する場合 

１回につき ５，５００円 

（内容等により別途費用が必要となることがあります。） 

 

⑩ 死亡診断書を発行した場合                     ４，４００円 

 

⑪ 死後処置費用                           ５，５００円 

 

※ コイン洗濯機、乾燥機は１回１００円でご利用になれます。 

 

※ 理美容サービスについては出入り業者をご利用頂けます。（１，８７０円） 

 

 

 

（３）支払い方法 

・毎月１０日頃に請求書を発行します。原則として、金融機関口座自動引き落としでお支払

いをお願いしています。 

・特別な事情により、口座自動引き落としができない場合のみ、口座振込（振込手数料は利

用者様負担）又は現金持参払いをお受けしています。 

・口座自動引き落とし等によりお支払いいただきますと、領収書を発行いたします。 


